
2015年度 期末決算について 
 

 
 
 

2 0 1 6 年 4 月 2 7 日 

東日本旅客鉄道株式会社 

１．決算概要 

○損益計算書                                  （単位：億円） 
 

2014年度 2015年度 2016年度

実　績 実　績 金　額 ％ 予　想 金　額 ％

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ B/A×100 Ｃ Ｃ－Ｂ C/B×100

営 業 収 益 19,660 20,573 912 104.6 20,600 26 100.1

う ち 運 輸 収 入 17,259 18,050 790 104.6 18,070 19 100.1

営 業 利 益 3,526 4,099 573 116.3 3,730 △ 369 91.0

経 常 利 益 3,015 3,594 579 119.2 3,230 △ 364 89.9

当 期 純 利 益 1,571 2,090 519 133.0 2,290 199 109.6

営 業 収 益 27,561 28,671 1,110 104.0 28,780 108 100.4

営 業 利 益 4,275 4,878 602 114.1 4,500 △ 378 92.2

経 常 利 益 3,619 4,289 669 118.5 3,930 △ 359 91.6
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,803 2,453 649 136.0 2,660 206 108.4

増　減 増　減

連
　
結

単
　
体

 
 

 
○決算のポイント 

・ 単体決算は増収増益。北陸新幹線金沢開業効果などにより、営業収益・運輸収入は４期連続の増収かつ、期

末決算としては過去最高。営業費は増加したものの、営業利益・経常利益・当期純利益の全ての利益が増益。

また、経常利益・当期純利益が過去最高。 
 

・ 連結決算は増収増益。営業収益は４期連続の増収かつ、期末決算としては過去最高。また、全ての利益が過

去最高。 
（セグメント別内訳） 

運輸業は、当社の運輸収入が新幹線収入を中心に増加したことなどにより、増収増益。                                                                                              

     駅スペース活用事業は、東京駅構内における店舗等の売上が好調であったことなどにより、増収増益。                                                                                                 

     ショッピング・オフィス事業は、㈱ルミネの売上が好調であったほか、「ＭＩＤＯＲＩ長野」の開業による増収が 

あったものの、「ＪＲ新宿ミライナタワー」の開業に伴う費用を計上したことなどにより、増収減益。 

     その他は、情報処理業の売上反動減があったものの、北海道新幹線関連工事の売上増のほか、広告代理業やホテ 

ル業の好調などにより、増収増益。                                                                                                 
 

２． 2016年度通期の業績予想（単体・連結ともに数値は上記の通り） 

・ 単体は、北海道新幹線やインバウンド拡大による増収を見込むものの、新幹線鉄道大規模改修引当金の計上

などにより営業利益・経常利益は減益、当期純利益は繰延税金資産取崩反動などにより増益となる見込み。 
 

・ 連結は、「ＪＲ新宿ミライナタワー」の開業効果などによるショッピング・オフィス事業の増収を見込むも

のの、単体と同様に営業利益・経常利益は減益、親会社株主に帰属する当期純利益は増益となる見込み。 

 

３．株主還元の状況（当社） 

○配当の状況 

・ 2015年度     中間配当（１株当たり） 65円  期末配当（１株当たり） 65円 

・ 2016年度（予想） 中間配当（１株当たり） 65円  期末配当（１株当たり） 65円 

  ○自己の株式の取得の状況 

・ 2015年度     取得した株式の総数   100万株     取得価額の総額  110億円 

※ なお、2015年8月4日に自己株式100万株を消却しております。 

・ 2016年度     取得し得る株式の総数  330万株（上限） 取得価額の総額  300億円（上限） 

説明資料 

経営企画部 

作成中 

経営企画部 

作成中 
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４．単体損益計算書 （単位：億円）

B/A×100

19,660 20,573  912 104.6 20,600  26

17,259 18,050  790 104.6 定期収入　　　　 　　  ＋42 （100.9%）  18,070  19

定期外収入　　　　　  ＋748 （106.1%）
新幹線　＋565（増：北陸新幹線金沢開業）
在来線　＋182（増：基礎収入の増）

2,400 2,523 122 105.1  2,530  6

運 輸 附 帯 収 入 812 809 △ 2 99.7

運 輸 雑 収 881 974  93 110.6 車両相互使用料の増

関 連 事 業 収 入 707 739  31 104.5 不動産賃貸収入の増

16,133 16,473  339 102.1  16,870  396

4,723 4,732  9 100.2  4,620 △ 112

6,903 7,026  122 101.8  7,460  433

動 力 費 715 603 △ 111 84.4 燃料費単価下落等による減  620 16

修 繕 費 2,483 2,563  79 103.2  2,850  286

そ の 他 3,703 3,858  155 104.2 車両相互使用料の増、部外委託関係の増  3,990  131

739 869  130 117.7 北陸新幹線金沢開業による増  890  20

860 905  45 105.2  960  54

2,906 2,938  32 101.1 設備投資による増  2,940  1

3,526 4,099  573 116.3  3,730 △ 369

△ 511△ 505 5 98.8 △ 500 5

営 業 外 収 益 355 305 △ 49 86.2 受取配当金 △63

営 業 外 費 用 866 811 △ 55 93.6

3,015 3,594  579 119.2  3,230 △ 364

△ 363△ 357 6 98.2 0  357

特 別 利 益 654 301 △ 352 46.1 工事負担金等受入額 △355

特 別 損 失 1,017 658 △ 359 64.7 工事負担金等圧縮額 △366
一部線区移管引当金繰入額 △135
災害損失引当金繰入額 ＋237

2,651 3,237  585 122.1  3,230 △ 7

1,080 1,147  66 106.2  940 △ 207

法人税、住民税及び事業税 802 1,037  235 129.3

法 人 税 等 調 整 額 278 110 △ 168 39.6 法人税率等変更による影響

1,571 2,090  519 133.0  2,290  199

（参考）2016年度の１株当たり予想当期純利益（通期）　583円92銭
（注）2015年度[　]内の数値は、2015年10月に公表した通期の業績予想であり、2016年度[　]内の数値は、第2四半期累計期間の業績予想であります。

営 業 外 損 益

特 別 損 益

法 人 税 等

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 収 益

営 業 利 益

運 輸 収 入

営 業 費

人 件 費

物 件 費

機 構 借 損 料 等

租 税 公 課

減 価 償 却 費

そ の 他 の 収 入

科　　  　目

Ａ Ｂ

2014年度 2015年度

2014.4.1～
 2015.3.31

2015.4.1～
 2016.3.31

主な増減事由等

増　減

Ｂ－Ａ

金　額 ％ 増　減

Ｃ－Ｂ

通期業績予想

Ｃ

2016年度

[20,490]

[3,910]

[3,390]

[2,200]

[10,390]

[2,380]

[2,140]

[1,480]
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５．鉄道輸送量・鉄道運輸収入（単体）

D/C×100

定 期  64  3 101.7

定 期 外  1,869  565 111.4

計  1,934  569 110.9

定 期  1,547  38 100.8

定 期 外  877  182 102.5

計  2,424  220 101.8

定 期  1,612  42 100.9

定 期 外  2,746  748 106.1

計  4,359  790 104.6

[在来線内訳]

定 期  1,533  40 100.9

定 期 外  1,031  204 103.0

計  2,564  244 102.2

定 期  14 △ 2 98.7

定 期 外 △ 154 △ 21 96.0

計 △ 139 △ 24 96.7
(注)「関東圏」とは、当社東京支社、横浜支社、八王子支社、大宮支社、高崎支社、水戸支社および千葉支社管内の範囲であります。

６．単体貸借対照表 （単位：億円）

　 707

　 990

　 1,697

　 781

△ 324

　 457

　 1,240

　 1,697

金　額

Ｄ－Ｃ

純 資 産 合 計 19,036 20,276 106.5  当期純利益 ＋2,090、配当 △490

負債・純資産合計 71,004 72,702 102.4

固 定 負 債 38,442 38,118 99.2

負 債 合 計 51,968 52,426 100.9

資 産 合 計 71,004 72,702 102.4

流 動 負 債 13,525 14,307 105.8

流 動 資 産 6,878 7,585 110.3

固 定 資 産 64,125 65,116 101.5  建物 ＋670

2015.3.31 2016.3.31

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ B/A×100

705

科  　目

増　減

主な増減事由等金　額 ％

そ
の
他

3,068 3,083 100.5 187 184

2,775 2,621 94.4 542 520

5,844 5,704 97.6 729

4,523

34,935 35,966 103.0 6,834 7,038

11,561

関
東
圏

68,375 69,908 102.2 4,482

103,310 105,875 102.5 11,317

4,944

56,949 59,695 104.8 12,356 13,104

130,068 134,428 103.4 17,259 18,049

新
幹
線

1,675 1,740 103.9 232

20,914 22,848

新
在
計

73,119 74,732 102.2 4,902

在
来
線

71,444 72,992 102.2 4,669

109.2 5,212

4,708

37,710 38,587 102.3 7,376 7,558

109,154 111,579 102.2 12,046 12,267

2014年度 2015年度 2014年度 2015年度

236

19,238 21,108 109.7 4,979 5,545

 2016.3.31

5,782

2014年度 2015年度

増　減

鉄道輸送量　（単位：百万人ｷﾛ） 鉄道運輸収入　（単位：億円）

増　減

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ B/A×100 Ｃ Ｄ

％
2014.4.1～ 2015.4.1～ 2014.4.1～ 2015.4.1～

 2015.3.31

輸送量 ％

 2016.3.31  2015.3.31
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７．連結損益計算書 （単位：億円）

2014.4.1～ 2015.4.1～ 
 2015.3.31  2016.3.31

B/A×100

1,110 104.0 連単倍率 1.39 (前年同期）1.40 　 108

1,025 105.5 △ 35

3,963 3,999 35 100.9 　4,020 　 20

2,549 2,559 9 100.4 　2,740 　 180

2,527 2,566 39 101.5 　2,510 △ 56

507 102.2 　 486

4,275 4,878 602 114.1 連単倍率 1.19 (前年同期）1.21 △ 378

2,946 3,485 539 118.3 　3,080 △ 405

345 350 5 101.6 　 330 △ 20

723 716 7 99.0 　 750 　 33

274 350 75 127.4 　 350 △ 0

△ 14△ 24 10 173.1 △ 10 　 14

208 216 7 103.6
（31) （25) 5) (81.9)

864 805 58 93.2

3,619 4,289 669 118.5 連単倍率 1.19 (前年同期）1.20 △ 359

667 367 299 55.1

1,133 807 326 71.2

3,153 3,848 695 122.1

1,075 1,289 214 119.9

262 93 168 35.6 法人税率等変更による影響

1,815 2,465 650 135.8

11 12 0 107.9

1,803 2,453 649 136.0 連単倍率 1.17 (前年同期）1.15 　 206

（参考）2016年度の１株当たり予想当期純利益（通期）　678円84銭

（注）１.2015年度[　]内の数値は、2015年10月に公表した通期の業績予想であり、2016年度[　]内の数値は、第２四半期累計期間の業績予想であります。

      ２.営業収益のセグメント別内訳は、外部顧客への売上高を示しております。

親会社株主に帰属する [2,530] [1,580]

　

　

　

　

　

工事負担金等受入額 △347

Ｂ － Ａ

工事負担金等圧縮額 △359
一部線区移管引当金繰入額 △135
災害損失引当金繰入額 ＋237

△

△

　

△

　

Ｃ

[14,320]

[2,720]

[2,380]

△

3,930

2,660

△

増　減

Ｃ － Ｂ

営 業 外 収 益
（うち持分法による投資利益）

Ｂ

[28,410]

[4,630]

主な増減事由等

当社の運輸収入が新幹線収入を中心に増加し
たことなどによる増

東京駅構内における店舗等の売上が好調で
あったことなどによる増

㈱ルミネの売上が好調であったほか、「ＭＩ
ＤＯＲＩ長野」の開業による増

情報処理業の売上反動減があったものの、北
海道新幹線関連工事の売上増のほか、広告代
理業やホテル業の好調などによる増

「ＪＲ新宿ミライナタワー」の開業に伴う費
用を計上したことなどによる減

　

　

△

(△

増　減 通期業績予想

駅 ス ペ ー ス 活 用 事 業

ショッピング・オフィス事業

そ の 他

調 整 額

運 輸 業

駅 ス ペ ー ス 活 用 事 業

ショッピング・オフィス事業

そ の 他

運 輸 業

(セグメント別内訳)

2015年度

営 業 収 益

科        目

営 業 費 用

営 業 利 益

(セグメント別内訳)

18,520 19,545

2016年度金  額 ％

Ａ

　

　

　

　

　

　

　

　

2014年度

28,780

24,280

28,67127,561

19,510

23,286 23,793

4,500

[4,020]

当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

非支配株主に帰属する
当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

経 常 利 益

法人税、住民税及び事業税

税金等調整前当期純利益

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額
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８．連結貸借対照表 （単位：億円）

8,557 9,345 　 787

67,499 68,552 　 1,053

76,056 77,897 　 1,840

13,400 14,049 　 648

39,606 39,222 △ 383

53,007 53,272 　 265

　 1,575

76,056 77,897 　 1,840 連単倍率  1.07 　　(前年度末）　1.07

９．連結有利子負債 （単位：億円）

17,648 18,099 　 450 102.6 （ △ 0.02% ）

9,654 9,937 　 282 102.9 （ △ 0.07% ）

5,452 4,383 △ 1,068 80.4 （ ＋ 0.21% ）

32,755 32,419 △ 335 99.0 （ △ 0.14% ）
（注）「社債」、「長期借入金」、「鉄道施設購入長期未払金」は、１年以内に返済する残高を含んでおります。

10．連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：億円）

2014.4.1～ 2015.4.1～ 
 2015.3.31  2016.3.31

営業活動によるキャッシュ・フロー Ⅰ 　 6,227 　 6,731 503

投資活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ △ 4,768 △ 4,995 227 有形及び無形固定資産の取得による支出の増

フリー・キャッシュ・フロー　 Ⅰ＋Ⅱ 　 1,459 　 1,735 276

財務活動によるキャッシュ・フロー Ⅲ △ 866 △ 1,102 236

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ 　 592 　 632 39

現金及び現金同等物の期末残高 　 2,451 　 3,078 626

11．連結主要諸元

営業キャッシュ・フロー 億円 　 6,227 　 6,731 503

総資産営業利益率（ＲＯＡ） ％ 5.7 6.3 0.7

自己資本当期純利益率（ＲＯＥ） ％ 8.1 10.4 2.3

12．連結設備投資額 （単位：億円）

△ 96 7

 294 72

 198 80

科        目

2014年度 2015年度

Ａ Ｂ Ｂ － Ａ

増　減

Ｂ

金　額 ％

社 債

　

　

　

△

　

△

1.83%

6.18%

合 計

2014年度 2015年度

Ａ

平均金利（対前年度末）

2.23%

2016.3.31
科        目

増　減

B/A×100

長 期 借 入 金

主な増減事由等

Ｂ － Ａ

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

2015.3.31

1.23%

2014年度 2015年度

 

 

 

増　減

Ｃ － Ｂ

97.6

金　額

Ｂ － Ａ

％

B/A×100

増　減

124.5

2016年度

Ｃ

3,930

1,570

5,500103.8

設

備

投

資

Ａ

Ｂ － Ａ

2014年度 2015年度

Ｂ

運 輸 業

非 運 輸 業

合 計

4,018

1,202

5,221

Ｂ

3,922

1,497

5,419

　

Ａ

単位

　

　

増　減

通期設備投資計画

親会社株主に帰属する当期純利益 ＋2,453、
配当 △490

科        目

2014年度 2015年度

2015.3.31 2016.3.31

Ａ Ｂ Ｂ － Ａ

％

B/A×100

金　額

負 債 ・ 純 資 産 合 計

主な増減事由等

増　減

109.2

101.6

102.4

104.8

99.0

100.5

106.8

102.4

流 動 資 産

固 定 資 産

資 産 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

純 資 産 合 計 23,049 24,625
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13．2018年度数値目標 （単位：億円）

  28,780  29,670  998

  19,510  19,790  244

  4,020  4,270  270

  2,740  2,960  400

  2,510  2,650  83

  4,500  4,980  101

  3,080  3,420 △ 65

  330  370  19

  750  840  123

  350  360  9

△ △ 10 △ 10  14
（注）営業収益のセグメント別内訳は、外部顧客への売上高を示しております。

※本資料の記載金額および輸送量は、単位未満を切り捨てて表示しております｡

（ う ち 安 全 投 資 ）

成 長 投 資

合 計

営業キャッシュ・フロー

総資産営業利益率（ＲＯＡ）

自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）

設

備

投

資

維 持 更 新 投 資

6,731億円

6.3％

10.4％

３年間（2016～2018年度）総額2015年度

10,000億円

(6,000億円)

6,000億円

16,000億円

3,585億円

（2,384億円）

1,834億円

5,419億円

4,878

3,485

350

716

350

24

３年間(2016～2018年度)総額

20,000億円

6％程度

10％程度

2018年度数値目標

セ

グ

メ

ン

ト

別

セ

グ

メ

ン

ト

別

103.5

101.2

営 業 収 益

営 業 利 益

運 輸 業

駅 ス ペ ー ス 活 用 事 業

そ の 他

ショッピング・オフィス事業

106.8

調 整 額

そ の 他

ショッピング・オフィス事業

駅 ス ペ ー ス 活 用 事 業

運 輸 業

28,671

19,545

3,999

2,559

2,566

2015年度

2015年度 2018年度2016年度

業績予想

Ｂ

実　績

Ａ Ｃ

数値目標
 2016.3.31
2015.4.1～ 2016.4.1～ 

 2017.3.31

115.6

103.2

40.1

102.1

98.1

105.4

117.3

102.8

増　減

Ｃ － Ａ C/A×100

％金　額
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